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ESG地域金融促進事業の
取り組みと今後の展開について



１．玉島信用金庫の歩み
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玉島信用金庫の概要

所在地 岡山県倉敷市玉島1438

設立 大正3年11月7日

出資金 9億700万円

預金残高 3,719億円

貸出金 1,686億円

店舗数 20店舗

従業員数 293人 （2021年3月時点）

1914

有限責任
玉島信用組合設立

2002

倉敷信用金庫と
合併

2018

長期経営ビジョン
策定

第1次中期経営計画
始動

2021

第２次中期経営計画
始動

お客さま（会員）の成長と夢づくりの支援



２．本事業取組のねらい
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【取り組みのきっかけ】

【本事業のねらい】

◼中期経営計画において加速する事業変化の一つとして「脱炭素」を明記
◼取引先企業のサプライチェーンから外されるリスクへの対応が急務
◼岡山県のエリア内使用電力のCO2排出量は全国最大規模
◼当金庫及び取引先双方共にマクロ情報が乏しく、影響が予想しにくい状況

◼地域企業を支援する信用金庫として、持続可能なビジネスモデル構築手
法のきっかけを掴む

◼マクロ情報収集ノウハウや脱炭素化の影響度の分析手法を学ぶ
◼外部機関との連携を通じ、地域企業の脱炭素社会への支援をより確実に
していく



３．本事業の概要
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影響分析
（クラスター分析）

アクションプラン
の検討

外部連携

実施項目 実施目的

産業構造の分析

外部環境評価

アクションプランの作成

対話ツールの作成

地域への影響分析

セグメント別・企業別
影響分析

他金融機関等や自治体との連携

水島地区の主要産業を把握してターゲットを認識。産業集積の構造を把握。

PEST分析や主要産業の動向を把握し地域に影響を与えうる外部環境を評価

クラスター分析を踏まえ、企業や地域の対応事項と金融機関支援策を整理

金融機関が支援策を実行するために必要なツール、仕組みを整理

外部環境を考慮し、楽観・悲観シナリオごとの地域経済への影響を把握

不確実性を伴う中で企業を支援の状況を把握するため、機会やリスクを示唆

地域還元の観点を踏まえ、他金融機関への展開や自治体との支援策を検討

現状把握

シナリオ
検討

◼ カーボンニュートラルでの影響が大きい水島地区の2次産業につき、どのような影響が生
じるか分析（業態、時間軸、影響度合いに注目）

◼各業態が取るべきアクションプランや支援体制を構築、外部連携も合わせた当金庫の役
割を検討



４．本事業の取り組み詳細

①現状把握
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◼地域の産業構造を把握、地域経済及び脱炭素への移行での影響が大きい産業を特定

◼結果として、「鉄鋼」、「化学」、「自動車」産業を対象産業として特定

34%

6%

21%

31%

13%

20%

18%

9%

11%

25%

8% 8% 5% 9%

7%

14%

46%

437,409,438
倉敷市

製造品出荷額
（うち水島地区91.8%）

水島地区：事業所数
（151）

水島地区：従業者数
（19,608人）

石油製品・石炭製品製造業

その他

化学工業

繊維工業

輸送用機械器具製造業

鉄鋼業 食料品製造業

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

水島地区の製造業における構造

石油・鉄鋼・化学・輸送機械で86％

石油・鉄鋼・化学・輸送機械で80％
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業務その他

廃棄物
工業プロセスおよび製品使用

その他
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食品・飲料
鉄鋼

機械製造業

化学工業

非製造業

窯業・土石業

その他製造業

パルプ・紙・紙加工業

日本のCO2排出量 産業部門におけるCO2排出量

地域の観点 テーマの観点
脱炭素への移行の影響が大きい

CO2多排出産業の特定



①現状把握
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◼水島地区において産業集積が生じている要因（地域資源）を自然資源・地理資源・社会
資本・中心企業の観点から分析

◼分析の結果、安定した海域や結節点であること、港湾施設や交通利便性の高さを確認

産業集積の要素

産業集積

中心企業

地理資源 自然資源

社会資本

（インフラ・制度等）

（気候・河川等）（首都圏と距離等）

水島地区における集積の要因

自然資源・地域資源（第一の自然）

インフラストラクチャー（第二の自然）

安定した海域
（臨海部）

中四国・九州の
結節点

港湾施設
JR山陽本線
との連携

４．本事業の取り組み詳細



②外部環境分析
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◼地区外部に関してはPESTの観点、地区内部に関しては大手企業の動向から外部要因の
影響を把握

P:政策・規制動向
（国際・国内レベル）

• 炭素税・カーボンプライシングなどの国際的な
動向、日本の政策

• 炭素税・カーボンプライシングなどの国際的な
動向、日本の政策

T:技術動向
• 鉄鋼や自動車、工作機械関連の国際的な/日
本における技術動向

• IEA等の国際的なシナリオ
• GI基金、グリーン成長戦略等

E, S:市場・需要動向
• 自動車など、最終製品分野の需要動向を整理
する

• 各種業界レポート
• 政府統計等のマクロデータ

大手企業動向
• JFE、三菱自動車など、VC上で影響力が大きい
と考えられる企業の動向を把握する

• 企業公開情報
• 企業担当者へのヒアリング

P:政策・規制動向
（倉敷市レベル）

• 倉敷市としての産業政策の考え方、脱炭素に向
けた支援の進め方の仮説などに向けた連携

• 各種公開情報
• 市との意見交換（実施済み）

確認事項 確認方法・参照先

水
島
地
区
外
部

水
島
地
区

内
部

４．本事業の取り組み詳細



③影響分析～シナリオ検討～
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◼中長期的な地域経済の影響を把握するため、主要産業の衰退（悲観）及び現状維持・
強化（楽観）シナリオを設定

外部要因

金属製品 リサイクル業者 化学産業・プラ製品

製造業

石油化学製品を
利用する

製造業の増加

スクラップ・
廃プラ廃ゴムの
回収の増加

EV向け
部品の
需要増

サプライヤー

関連サービス（金融・小売りなど）の発展主要産業や関連産業の増加による人口の維持

地
域
関
連
産
業

鉄鋼を用いた
製造業
の増加

電力・水素

主要産業の
燃料転換による
電力や水素
消費量増加

自動車

✓ グリーンスチール生産において水

島が拠点となる

➢ 電炉やスクラップを用いた

生産量の拡大

➢ 水素利用やCCUSの実装

鉄鋼

自動車生産量
増による

鉄鋼需要増

✓ 天然ガスやバイオマス燃料

の導入・廃プラ廃ゴムの

リサイクルが進む

✓ 水島コンビナート全体の

石油化学基礎製品の

生産量維持

化学

主
要
産
業

✓ ガソリン車の生

産に替わり、

EV自動車生

産が増加

自動車 拠
点

水島地区

◼ 政策

✓ カーボン

プライシング

◼ 自然

✓ 海面上昇・

高潮等

◼ 技術

✓ 再エネ・EV・

水素・CCUS等

◼ 経済市場

✓ サプライチェーンの情報開示

✓ サプライヤーへの

脱炭素圧力

◼ 社会

✓ 消費者の

脱炭素嗜好

✓ ESG投資の高まり

楽観シナリオの世界観 悲観シナリオの世界観

外部要因

◼ 政策

✓ カーボン

プライシング

◼ 自然

✓ 海面上昇・

高潮等

◼ 技術

✓ 再エネ・EV・

水素・CCUS等

◼ 経済市場

✓ サプライチェーンの情報開示

✓ サプライヤーへの

脱炭素圧力

◼ 社会

✓ 消費者の

脱炭素嗜好

✓ ESG投資の高まり

金属製品・各種機械 化学産業・プラ製品

製造業
石油化学製品を利用する

製造業における
競争力低下・コスト上昇・

他地域への流出

自動車部品
需要減

サプライヤー

関連サービス（金融・小売りなど）の衰退主要産業や関連産業の増加による人口減少

地
域
関
連
産
業

粗鋼を利用する
製造業における

競争力低下・コスト上昇・
他地域への流出

電力・水素

自動車を
利用する
産業の衰退

自動車

✓ 自動車生産量減少や

競争力低下による

粗鋼の生産量減少

鉄鋼

自動車
生産量
減による

鉄鋼需要減

✓ 炭素税導入による

石炭価格の上昇等から

競争力低下が起こり、

石油化学基礎製品の

生産量減少

化学

主
要
産
業

✓ サプライヤーのEV対

応が整わない等から、

ASEANが拠点となり

生産量減少

自動車

水島地区
国際競争力低下

４．本事業の取り組み詳細



③影響分析～セグメント、企業別影響分析～
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◼売上・費用の観点から対象産業の業種と納品先・最終製品から影響を分析

セグメント別・企業別影響分析の考え方 セグメント別・企業別影響分析の評価項目

売上
関連

対象産業
に

対する需要

対象製品・
サービスに
対する需要

費用
関連

操業関連の
費用動向

開示等関連
の

費用動向

✓納品先産業や最終製品に対
する需要の変化
※自社の製品が最終製品等で
あれば本項目は除外

✓対象産業・セグメントが製造
する製品に対する需要の変
化

＋

✓省エネ等脱炭素への移行に
伴う費用の変化（CO2削減
に必要な費用）

✓透明性の向上に対する納品
先産業の動向

✓将来の納品先産業あるいは最
終製品の需要/生産量
※今回は地域全体分析での定量
分析結果を活用し5段階に分類

✓CO2排出量（原単位評価）

✓納品先産業あるいは最終製品
業界におけるサプライヤーへの
開示要請の有無
（定性評価）

評価項目 概要・考え方 指標

対象産業

納品先・
最終製品

✓取引先企業の業種
例：鋳造、一般機械製造業
等

✓納品先事業者や最終製品
の業種
例：農機具向け、自動車部品
向け 等

✓自動車向けについてはEVの
影響有無を踏まえて分類

４．本事業の取り組み詳細



③影響分析～セグメント、企業別影響分析～
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◼悲観シナリオにおいては、EV化による影響を受ける自動車部品製造及び自動車部品製造向けの
金型製造事業者のリスクが高い

◼楽観シナリオでは、スクラップ製造事業者やプラント保守関連事業者にとっての機会が大きくなる

例）セグメント別・企業別影響分析の事例（楽観シナリオ）

1

2

3

4

5

リスク高

機会大/悪影響が少ない

売上

費用

合計セグメント 操業 開示等 費用合計

製品製造 鉄｜鋳造 農機具向け 3 1 4 2.5 2.75

建設器具向け 3 1 2 1.5 2.25

自動車部品製造 EV影響なし 2 3 1 2 2

EV影響あり 1 3 1 2 1.5

EV向け 4 3 1 2 3

農機具部品製造 3 3 4 3.5 3.25

スクラップ製造 （鉄屑＋再生資源回収・加工処理） 5 2 2 2 3.5

機械部品 金型製造 自動車部品製造向け（EV影響なし） 2.5 2 1 1.5 2

自動車部品製造向け（EV影響あり） 2 2 1 1.5 1.75

自動車部品製造向け（EV向け） 3.5 2 1 1.5 2.5

電子・精密機械製造 自動車部品製造向け（EV影響なし） 2.5 4 1 2.5 2.5

（その他電子部品） 自動車部品製造向け（EV影響あり） 2 4 1 2.5 2.25

自動車部品製造向け（EV向け） 3.5 4 1 2.5 3

その他 3 4 3 3.5 3.25

産業機械部品製造 鉄鋼向け 4 3 5 4 4

海運向け 3.5 3 4 3.5 3.5

その他 4 3 3 3 3.5

保守 プラント保守 石油化学向け 5 3 5 4 4.5

（建設補修） 鉄鋼向け 4 3 5 4 4

４．本事業の取り組み詳細



④アクションプラン及び外部機関との連携

◼当金庫として今後取るべきアクションプラン及び各機関との連携を検討

４．本事業の取り組み詳細



【取り組みの振り返り】

➢当初水島地区においては移行リスク偏重の認識

➡大きな機会も存在することが判明

➢中小零細企業はマクロ情報が乏しい

➡脱炭素への「気づき」と「行動」を促すことが重要

➢中小零細企業はCO2を「量る」ことが課題

➡バックオフィスのデジタル化

➡脱炭素への取り組みとＤＸ化との密接な関係を認識
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５．本事業を通じて感じたこと
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「再構築」の支援「方向性」の検討

本事業に
おける

対話ツール

セミナー
開催での
啓蒙活動

既存事業の維持・強化

「 異 分野 」 へ の進出
（ 川 上 / 川 下 ）

「 異業種 」 へ の進出

廃 業

既存事業の維持・強化

外部機関と連携した
具体的支援策の展開

情報提供・啓蒙

金 融 支 援

ソ リ ュ ー シ ョ ン4類型のどれに
当てはまるかを
対話を通じ検討

類型に応じた
支援策の検討
及び

ビジネスモデル
再構築支援

６．今後の取り組みについて

マ ッ チ ン グ

「気づき」の検討
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ご清聴、ありがとうございました


